ゴルフ練習場

ゴルファーの数は、ここ30年間で最も多かったバブル期以降、ゴルフブームによって増加した年もあるが、減少傾向が続いている。ゴルフ練習場の数も減少しており、各練習場の利用者数は概ね右肩下がりの状況にある。
今夏の業績も、昨夏に比べてやや減少したとする練習場が多い。猛暑の影響から、主たる利用層である高齢者の来場者数が減少したことや、１人当たりの球数が減ったことなどが原因とされる。貸球単価も値上げのできない状況が続いている。国内景気は上向きになりつつあるものの、今のところ業績への影響はみられない。
利用者が高齢化する一方で、若年層の取り込みが進んでおらず、今後も利用者数の減少が懸念されている。
業界概要
ゴルフ練習場は、一般的に来場者が賃借したゴルフボールを打席で打ち、ゴルフの練習をする施設で、「日本標準産業分類」上では「生活関連サービス業,娯楽業」に分類される。単独で設置されているものの他、ゴルフ場内に併設されたもの、アスレチックジムなどのスポーツ施設やショッピング施設などとの複合的な施設がある。
レッスンを主たる目的とする練習場、いわゆるゴルフスクールは「スポーツ・健康教授業」とされ、「教育,学習支援業」に分類されるため、ゴルフ練習場とは分類上で異なる。都心を中心にみられる、ビルの貸室などでのレッスンが主体となっている練習場は、これに分類される。
ゴルファーの数は、ここ20年間で半分程度に減少している上、利用者の高齢化、レジャーやスポーツの多様化などによって事業の先行きが不透明なこともあり、閉鎖するゴルフ練習場が散見される。練習場は、面積が広く、平地であることから、駐車場やマンション、商業施設などへの転用がしやすいことも廃業に拍車をかけている。
一方で、屋外の練習場を始めるには、土地や設備への投資が多額で、国内人口が減少する中、ゴルファー人口の増加が今後も望みにくいことから、新設はほとんどみられない。こうしたことから、国内の練習場の数は、平成13年調査で3,271であったが、24年には2,726と、統計方法が異なるため単純に比較できないものの、減少しているとみられる。
大阪の地位
大阪府内のゴルフ練習場は、平成24年調査で111あり、21年調査に比べて８の増加がみられ、全国とは異なる傾向を示している（総務省『経済センサス』）。この間、屋外練習場の新設もあったが、増加したほとんどは屋内練習場とみられる。
都道府県別の練習場の数では、東京都が最も多く193あり、愛知県の180と続き、大阪府は全国で７番目、シェアでは4.1％となっている。ちなみに、近畿では兵庫県が127で最も多い。
業績はやや低下
屋外練習場の商圏は、練習場の規模や設備などによって異なるものの、基本的なサービスや料金に練習場間で大差がないことから、業界では概ね５km程度と言われている。ただし、24時間営業といった限られた練習場で提供されるサービスを求めて、この商圏範囲を超えて来場する利用者がある。
業績は、商圏内の立地環境、近隣の競合の有無に影響される。周辺で高層マンションの建設が相次いだことで顧客層の拡大につながった練習場、近隣の練習場の改装で利用者数が一時的に減少したところがある。こうした周辺環境によって業績に違いはみられるものの、業界全体として、ここ30年間で最も利用者数が多かったバブル期以降は、減少する傾向にある。ただし、ゴルフブームなどで一時的に増加した時期もあった。最近では、2000年代に入って、男女の若手プロゴルファーが活躍したことから利用者数が増加した。しかし、このブームが落ち着いてきた上に、さらにリーマンショック、東日本大震災を経て利用者数は減少した。
今年度の業績も、昨年度に比べて売上高が微減したとする練習場が多くみられた。業界全体で顕著にみられるのは、高齢化による利用者数の減少であり、業績の悪化につながっている。近年、20、30歳代の若年層でゴルフを始める人が少なく、練習場のほとんどで、中高年齢者が主たる利用者となっている。
今夏の売上高も昨夏に比べ減少した。猛暑によって高齢者が練習場に来る回数を減らしたり、球数を減らしたりした影響が大きいと答える練習場があった。
練習場の利用が減っている他の理由として、ゴルフ場の利用料金の値下がりをあげたところもある。平日の利用者を増やそうとゴルフ場がプレイ料金を格安にしたことから、練習場へ行く頻度を減らし、ラウンドしながら練習する人がいるためである。
貸球単価も値上げできない状況が続いている。階数によって貸球単価を変えている練習場では、単価の最も安い階には打席を待つ人がいる一方で、単価の高い階では空き打席が目立っている。また、時間帯によって貸球単価を変えている練習場では、安い単価の時間帯に利用が集中している。単価の安さが利用者を引き付ける要素になっている。
国内景気は上向きになりつつあるものの、今のところ来場者数や１人当たりの球数に目立った変化はみられないとしていた。
過度な節約には取り組まず
売上が伸びない中で、利益を確保するには費用の削減が欠かせない。街中にある練習場では固定資産税も大きいが、練習場に共通して費用構成の中で大きな割合を占めているのは人件費である。人件費の削減のため、入場料の徴収をやめたり、受付や支払のシステムを導入したりしてフロント業務を軽減している。また、正社員を配置するのは管理業務など最小限にとどめ、フロントや場内清掃など多くの業務をパート・アルバイトで対応するようにしている。パート・アルバイトの採用にあたっては、顧客への細かな配慮のできる人を選ぶなど、接客サービスの低下につながらないように配慮している。
値上がりする電気料金に対しては、最も消費量の大きいグラウンド照明の照度を下げることが節電につながるものの、球筋が見えにくくなることから、過度の節電は難しい。太陽光発電やＬＥＤ照明を導入しているところもあるが、ＬＥＤ照明は夜間営業の時間が短い練習場では、費用に比べ効果が小さいことから少数にとどまっている。
球や打席の芝などの消耗品についても、安価なものや取替えまでの期間を延ばすといった節約には積極的に取り組んでいない。固定的な利用者もいるが、いくつかの練習場の中から選ぶ利用者もおり、節約が満足度を下げ、利用者数の減少につながることを懸念しているためである。そのため、事務所やスタッフの控え室など、スタッフだけが利用するところで節約し、利用者にかかわるところでは過度な節約を控えている。
迫る大規模改修の時期
ネットや球、打席の芝などの消耗品の交換は数年毎に、また十数年毎に球の循環や配球システムなどの各種装置やフェアウェイ面の張替えを、それより長期に照明、打席、クラブハウスや鉄塔などの構造物の大規模改修をしなくてはならず、これらが組み合わさり、毎年のように何らかの投資が必要になる。これらに保守や修理の費用も加わり、設備にかかわる資金負担は大きい。
中でも、大規模改修に際しては、多額の投資を要するため、長期的な事業動向をもとに投資判断をする必要がある。バブル期の頃に多く新設された練習場が、大規模改修の時期にさしかかっている。クラブハウスの老朽化は利用者、中でも女性や若年者の客離れを起こす恐れが、またネットや鉄塔の老朽化は周辺地域に迷惑をかける恐れがある。事業の先行きに不透明さがある中で、事業継続も含め難しい投資の判断に迫られている。
今後の見通し
体力的な限界を迎えつつある団塊世代の利用者数の減少が懸念される一方で、利用者数の年齢構成の中で割合の低い20、30歳代の若年者層の取り込みが進まず、今後も利用者数の減少が続く恐れがあることに危機感を抱く練習場が多い。
これまでゴルフをしたことのない若年層を対象に、クラブの無料貸与だけでなく、グローブやシューズも無料貸与にするところが出てきている。さらに、用具を無料貸与して、低価格のゴルフスクールを開催する取組もある。また、小学生などのジュニア層を対象にしたスクールを開催している。
これらの層以外の利用者開拓として、子育てを終えた頃の女性を対象にした初心者向けゴルフスクールを開催している練習場もある。
しかし、こうした取組は、個々の練習場での地道な取組にとどまり、業界全体の利用者数を増やすほどの目立った効果は生じていない。ゴルファー数の拡大は、練習場業界だけなく、ゴルフ場、用品メーカー、卸・小売などゴルフ関連の業界が取り組むべき喫緊の課題となっている。
2016年のリオデジャネイロのオリンピックでは、ゴルフが正式種目となり、その次のオリンピックは東京での開催と、ゴルファーを増やす好機が訪れている。業界の垣根を越えた取組が望まれている。
（廣岡  昭彦）
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平成13年 3,271 -12.9 33,552 -15.7 117 -29.1 3.6 1,993 -27.6 5.9

16 2,999 -8.3 30,458 -9.2 109 -6.8 3.6 1,903 -4.5 6.2

18 2,832 -5.6 29,910 -1.8 96 -11.9 3.4 1,593 -16.3 5.3

21 2,798 31,324 103 3.7 1,665 5.3

24 2,726 -2.6 31,235 -0.3 111 7.8 4.1 1,927 15.7 6.2

資料：総務省「事業所・企業統計」「経済センサス」

(注）「事業所・企業統計」と「経済センサス」は調査手法が異なるため、18年と21年の差数は全ての増減を示すものではない。
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